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「平成 32年度診療報酬改定に関する改正・新設要望項目の調査」

について 

 

平素は当協議会の事業活動に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、平成 30年度診療報酬改定にあたっては、一昨年提出いただいた診療報酬に関

する改正・新設要望を診療報酬対策委員会で整理のうえ、中央社会保険医療協議会並

びに厚生労働省へ提出aするとともに、日本病院団体協議会においても、病院団体共通

の要望のとりまとめに際し、当協議会の要望事項として使用し、その結果いくつかの

要望項目が認められましたb。 

つきましては、今年度においても標記調査を実施し、いただいた意見を基に委員会

で討議し、次期改定に向け当協議会の要望事項を取りまとめ、平成 31年 7月に厚生労

働省保険局医療課へ要望書を提出する準備を進めてまいりますので下記をご参照の上、

皆様のご協力をお願い申し上げます。 

なお、要望がない場合についても、後述の回答手順をご参照いただき、お手数です

が「要望なし」でご回答ください。 

 

記 

 

                                                   
a 森田眞照（2018）「「平成 30年度 社会保険診療報酬に関する改正・新設要望書」の提出」，『全国自

治体病院協議会協議会雑誌』2017年 8月号，p.95-108. 
b 「特集 平成 30診療報酬改定について」，『全国自治体病院協議会協議会雑誌』2018年 5月号，p.9-52. 



調査対象施設 

すべての会員病院（診療所は対象外） 

 

回答期限 

平成 30年 12月 14日（金） 

 

回答方法 

別紙「調査の回答方法」をご参照ください。 

 

よくある質問と回答 

Q DPC対象病院は出来高要望を提出できませんか？ 

A できます。出来高と DPCを合わせて 1施設最大 15項目までにしてください。 

 

照会先 

公益社団法人全国自治体病院協議会 事務局企画部 松本・安永 

TEL：03-3261－8557   MAIL：kikaku@jmha.or.jp 

 

以上 


